
○独立行政法人航空大学校平成１３年度計画  
   
   
１．業務運営の効率化に関する年度計画  
  （１）組織運営の効率化に関する年度計画  
     本校及び分校の実科教官に、首席・次席、本校学科教官に首席を置き、航空大学  
    校として決定した教育方針を教育現場に効率的に徹底させる。  
   
  （２）人材の活用に関する年度計画  
    ① 管理部門職員の１割ないし２割程度について、国土交通省との人事交流を行い、  
     組織の活性化を図るとともに経費の効果的かつ効率的な運用を図る。  
   
    ② ２名程度の実科教官について、国土交通省との人事交流を行い組織の活性化を  
     図る。  
   
    ③ 学科教官について、地元の他大学、他独立行政法人の研究機関との人事交流を  
     行うための環境整備を図るため、派遣期間、資格要件等についての調査を行う。  
   
  （３）業務運営の効率化に関する年度計画  
    ① 教育・訓練業務の効率化  
     イ 中期計画に謳った学科教育時間の短縮及びそれに伴う宮崎学科課程の養成  
      期間短縮については、平成１３年度入学者から適用することとする。  
     ロ 中期計画に謳った実科教育時間及び養成期間の短縮については、平成１３年  
      度入学者から適用することとする。  
   
    ② 訓練機材の利用率の向上  
     イ オーバーホール相当の重整備（Ｐ整備）の点検項目の削減を実施し、１機当たり  
      の作業日数の５日程度の削減を図る。平成１３年度のＰ整備機数はＡ３６型機１０  
      機、Ｃ９０型機３機が予定されているため、作業日数を６５日削減することにより、  
      １機当たりの年間飛行時間を約１２時間増加させることに努める。  
     ロ 定時整備（Ｂ整備及びＣ整備）について、宮崎、帯広のＡ３６型機２機、仙台のＣ  
      ９０型機１機の整備作業を毎月の休業日のうち１日実施することとし、宮崎、帯広  
      ではそれぞれ２４日、仙台では１２日の平日の整備作業日数を削減し、１機当たり  
      の年間飛行時間を約１１時間増加させることに努める。  
   
    ③ 運航情報の電子化を図るために必要となる訓練空港及び空域の各種データの収  
     集を行うとともに、電子化手法の検討及び情報の標準化を図る。  
   
    ④ 一般管理費の抑制  
      一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費を除く。）につ  
     いて、年度中に見込まれる経費の１％程度の節約を図るものとする。  
   
２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する年度計画  
  （１）教育の質の向上に関する年度計画  
    ①・操縦教官の技能審査を各人１回実施する。  
     ・教育内容の向上を図るため各課程において在学生による授業評価等を平成１３年  
     １２月を目途の実施する。また、卒業生及び航空会社からの意見聴取を各１回実施  
     する。  
     ・教育オブザーブ飛行は航空大学校での教育期間が３年に満たないものを対象に  
     実施する。その他のオブザーブ飛行は、教頭（分校においては分校長）が必要と認  
     めた者が実施する。  
   
    ② 中期計画に謳った操縦技量進度の遅れた学生に対する追加教育は、平成１３年  
     度入学者から実施する。  
   
    ③ 平成１２年度に作成したコンピューターベースドトレーナー（ＣＢＴ）を宮崎学生寮に、  
     コクピットプロシジャートレーナー（ＣＰＴ）を宮崎、帯広に配備する。継続してコンピュ  
     ーターの増設とソフトの作成を行う。  
      また、飛行場内気象情報提供装置整備の予算措置に伴い、当該装置を運航管理  
     局舎（帯広分校は運航資料室）に設置し運用を開始する。また、教官、学生に対し情  
     報入手の利便性を高めるため、庁舎内等に当該装置の端末を設置するための場所  
     の確保、校内ＬＡＮとの接続・配信を行う等の環境を整備する。  
   
    ④ 資質の高い学生の確保  
     イ 平成１４年度入学受験資格に、専修学校を修了し専門士の称号を取得した者を  
      加え、更に国の身体検査基準の改正に伴い入学身体検査基準を見直す。  
      また、航空業界誌等の記事を利用した広報活動を積極的に行い、広く受験希望  
      者の確保に努め質の向上に努める。  



     ロ 教頭を座長とする入学試験制度のあり方検討会を平成１３年度当初に設置し、  
      １３年度以前の学力試験、適性試験、面接の結果と入学後の教育進度の関連に  
      ついて検討を行い、平成１４年度入学試験に反映させることとする。  
   
    ⑤ ３期生から４期生に変更することにより、人員、機材の最適な活用を行い、年間の  
     学生養成数を５４名とする。  
   
    ⑥ 国土交通省の操縦職員の技量保持訓練、資格取得訓練に対して適切に対応す  
     る。  
   
  （２）航空安全に係る教育の充実に関する年度計画  
    ① 中期計画に謳った学生に対する航空安全に係る教育については、宮崎学科課程  
     及び事業用課程において、平成１３年度入学者から実施する。  
   
    ② 外部講師（防衛庁安全対策担当官、大学教授、航空事故調査官、航空会社の安  
     全推進担当者等を予定）による教官への安全教育を、各校において年度中１回（３  
     時間～４時間）実施する。教官相互の意見交換は定例日を定めて月１回実施する。  
   
    ③ 各事業所において、整備会社の品質保証部による整備従事者に対するヒューマ  
     ンファクター教育を年度内に１回実施するとともに、航空大学校のホームページにヒ  
     ヤリハット掲示ページを新設し、人為的エラーの排除を図り、年間飛行阻害率を３％  
     以下にすることに努める。  
   
  （３）他機関との有機的連携に関する年度計画  
     国内航空交通情報処理中継システム（ＣＡＤＩＮ）の一部機能変更に伴う処理体制の  
    確立及び平成１３年度から運用開始される航空局の飛行援助施設（ＦＳＣ）との関わり  
    等について、関係機関と電子メール等も活用して連絡・調整を図り運航管理業務の質  
    の向上に努める。  
   
  （４）成果の活用・普及に関する年度計画  
    ① 教育の質の向上、効率化を図るため、以下の分野に関する調査・研究の計画を  
     組織的に策定し、その成果を教育に反映させ、乗員養成の社会的ニーズに応えるこ  
     ととする。    
     イ 小型航空機の運航に関する基礎的な研究について着手する。  
     ロ 座学及びフライト課程における標準的な教育内容・手法及びその評価法に関す  
      る調査・研究について、教育内容及び手法等の検討を開始し、教材の整備を図る。  
     ハ 国内の指定養成施設に４名及び海外の乗員養成機関等に２名以上の職員を  
      派遣し、民間操縦士養成に係わる実地調査を実施するよう努める。  
     ニ インターネット等により国際基準（ＩＣＡＯ、ＪＡＲ）についての基礎データの収集・  
      評価を図る。  
   
    ② 毎年実施している「空の日」行事の他に地域の教育委員会等との調整を行い、校  
     外学習の一環として小・中・高生を対象とした「航空教室」を４回程度開催し、あわせ  
     て地域住民への航空思想の普及、啓発を図るため市民航空講座を２回程度実施す  
     る。  
   
３，予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画に関する年度計画  
  （１）予  算 別紙１のとおり  
  （２）収支計画 別紙２のとおり  
  （３）資金計画 別紙３のとおり  
   
４，短期借入金の限度額  
   予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は  
  ５００百万円とする。  
  （ただし、一般勘定４８０百万円、空港整備勘定２０百万円とする。）  
   
５，その他主務省令で定める業務運営に関する事項  
  （１）施設及び設備に関する計画  
     別紙４のとおり  
  （２）人事に関する計画  
    ① 方針  
     定年退職を迎える３名の教官については後補充を基本とするが、教育の質の維持  
    を前提として、一部外部講師等の活用を図る。  
   
    ② 人事に関する指標  
     イ ３名の教官の定年退職が見込まれているが、首席・次席教官及び外部講師の  
      活用など、業務の効率化により訓練定員を設けることなく対応を行う等、人員増を  
      抑制する。  



     ロ 年度中に１，１９９百万円程度の人件費を支出する。  
   
 
 
 
（別紙１） 
 
 

 
 
（別紙２） 
 

 
 

予算（総計） 
（単位：百万円） 

 
〔人件費の見積り〕 
年度中総額１，１９９百万円を支出す
る。但し、上記の額は、役員報酬並び
に職員基本給、職員諸手当、超過勤務
手当、休職者給与及び国際機関派遣
職員給与に相当する範囲の費用であ
る。  
 

 
  区   分

 
 金  額

 
収入 
 運営費交付金 
 施設整備費補助金 
 業務収入 
計

 
 
 ３，０４３ 
   １４１ 
   １１０ 
 ３，２９４

 
支出 
 業務経費 
  教育経費 
 人件費 
 施設整備費 
 一般管理費 
計 
 

 
 
 １，３４４ 
 １，３４４ 
 １，４９５ 
   １４１ 
   ３１４ 
 ３，２９４ 
 

予算（一般勘定） 
（単位：百万円） 

 
〔人件費の見積り〕 
年度中総額１，１１９百万円を支出す
る。但し、上記の額は、役員報酬並び
に職員基本給、職員諸手当、超過勤務
手当、休職者給与及び国際機関派遣
職員給与に相当する範囲の費用であ
る。  

 
  区   分

 
 金  額

 
収入 
 運営費交付金 
 施設整備費補助金 
 業務収入 
計

 
 
 ２，９２２ 
   １４１ 
   １１０ 
 ３，１７３

 
支出 
 業務経費 
  教育経費 
 人件費 
 施設整備費 
 一般管理費 
計 
 

 
 
 １，３４４ 
 １，３４４ 
 １，４０７ 
   １４１ 
   ２８１ 
 ３，１７３ 
 

予算（空港整備勘定） 
（単位：百万円） 

 
〔人件費の見積り〕 
年度中総額８０百万円を支出する。
但し、上記の額は、役員報酬並びに
職員基本給、職員諸手当、超過勤務
手当、休職者給与及び国際機関派
遣職員給与に相当する範囲の費用
である。 

 
  区   分

 
 金  額

 
収入 
 運営費交付金 
 
 
計

 
 
   １２１ 
 
 
   １２１

 
支出 
 
 
人件費 
 
 一般管理費 
計 
 

 
 
 
 
    ８８ 
 
    ３３ 
   １２１ 
 

収支計画（総計） 
（単位：百万円） 

 
〔注記〕退職手当については、国家公
務員退職手当法に基づいて支給する
こととなるが、その全額について運営
費交付金を財源とするものと想定して
いる。 

 
  区   分

 
 金  額

 
費用の部 
 経常費用 
  一般管理費 
  減価償却費 
  教育経費 
 財務費用 
 臨時損失 
収益の部 
 運営費交付金収益 
 手数料収入 
 業務収入 
 資産見返運営費交付金戻入 
 資産見返物品受贈額戻入 
 臨時利益 
純利益 
目的積立金取崩額 
総利益 
 

 
 
 ３，１６８ 
 １，０５６ 
    １５ 
 ２，０９７ 
     ０ 
     ０ 
 ３，１６８ 
 ３，０４３ 
     ０ 
   １１０ 
     ０ 
    １５ 
     ０ 
     ０ 
     ０ 
     ０ 
 

収支計画（一般勘定） 
（単位：百万円） 

 
〔注記〕退職手当については、国家公
務員退職手当法に基づいて支給する
こととなるが、その全額について運営
費交付金を財源とするものと想定して
いる。 

 
  区   分

 
 金  額

 
費用の部 
 経常費用 
  一般管理費 
  減価償却費 
  教育経費 
 財務費用 
 臨時損失 
収益の部 
 運営費交付金収益 
 手数料収入 
 業務収入 
 資産見返運営費交付金戻
入 
 資産見返物品受贈額戻入 
 臨時利益 
純利益 
目的積立金取崩額 
総利益 
 

 
 
 ３，０４５ 
   ９３５ 
    １３ 
 ２，０９７ 
     ０ 
     ０ 
 ３，０４５ 
 ２，９２２ 
     ０ 
   １１０ 
     ０ 
    １３ 
     ０ 
     ０ 
     ０ 
     ０ 
 

収支計画（空港整備勘定） 
（単位：百万円） 

 
〔注記〕退職手当については、国家公
務員退職手当法に基づいて支給する
こととなるが、その全額について運営
費交付金を財源とするものと想定し
ている。 

 
  区   分

 
 金  額

 
費用の部 
 経常費用 
  一般管理費 
  減価償却費 
  教育経費 
 財務費用 
 臨時損失 
収益の部 
 運営費交付金収益 
 手数料収入 
 業務収入 
 資産見返運営費交付金戻
入 
 資産見返物品受贈額戻入 
 臨時利益 
純利益 
目的積立金取崩額 
総利益 
 

 
 
   １２３ 
   １２１ 
     ２ 
     ０ 
     ０ 
     ０ 
   １２３ 
   １２１ 
     ０ 
     ０ 
     ０ 
     ２ 
     ０ 
     ０ 
     ０ 
     ０ 
 



（別紙３） 
 

 
 
 
 
 
 
（別紙４） 
 
施設及び設備に関する計画（その他業務運営に関する事項） 

資金計画（総計） 
（単位：百万円） 

 
 

 
  区   分

 
 金 額

 
資金支出 
 業務活動による支出 
 投資活動による支出 
 財務活動による支出 
 次期中期目標の期間への繰越金

 
 
 ３，１５３ 
   １４１ 
     ０ 
     ０

 
資金収入 
 業務活動による収入 
  運営費交付金による収入 
  業務収入 
  その他の収入 
 投資活動による収入 
  施設整備費補助金による収入 
  その他の収入 
 財務活動による収入 
 

 
 
 ３，１５３ 
 ３，０４３ 
   １１０ 
     ０ 
   １４１ 
   １４１ 
     ０ 
     ０ 
 

資金計画（一般勘定） 
（単位：百万円） 

 
 

 
  区   分

 
 金 額

 
資金支出 
 業務活動による支出 
 投資活動による支出 
 財務活動による支出 
 次期中期目標の期間への繰越金    

 
 
 ３，０３２ 
   １４１ 
     ０ 
     ０

 
資金収入 
 業務活動による収入 
  運営費交付金による収入 
  業務収入 
  その他の収入 
 投資活動による収入 
  施設整備費補助金による収入 
  その他の収入 
 財務活動による収入 
 

 
 
 ３，０３２ 
 ２，９２２ 
   １１０ 
     ０ 
   １４１ 
   １４１ 
     ０ 
     ０ 
 

資金計画（空港整備勘定） 
（単位：百万円） 

 
 

 
  区   分

 
 金 額

 
資金支出 
 業務活動による支出 
 投資活動による支出 
 財務活動による支出 
 次期中期目標の期間への繰越金 

 
 
   １２１ 
     ０ 
     ０ 
     ０

 
資金収入 
 業務活動による収入 
  運営費交付金による収入 
  業務収入 
  その他の収入 
 投資活動による収入 
  施設整備費補助金による収入 
  その他の収入 
 財務活動による収入 
 

 
 
   １２１ 
   １２１ 
     ０ 
     ０ 
     ０ 
     ０ 
     ０ 
     ０ 
 

 
 
 
 
 
 

施設及び設備の内容 予定額（百万円） 財源

 
  教育施設整備費 
 
   学生寮増築工事：帯広 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
      １４１ 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 独立行政法人航空大学校 
 施設整備費補助金 
 
 
 
 
 

          合       計       １４１  


